
令和2年度3次補正要求額　
令和3年度～7年度 (5,500百万円)

〇この補助金は「地域レジリエンス・脱炭素化自立分散型エネルギー設備等導入推進事業」と言い、

環境省が行い環境イノベーション情報機構(EIC）が執行機関となり行う補助事業です。

●補助率等表

※CO2排出削減量による上限額(補助対象経費出予定額：25万円/t-co2)を超える部分は補助対象経費から除外

●公募開始：令和3年6月7日～令和3年7月2日までに必着

●条件：防災拠点、避難施設に位置付けられる公共施設(予定でも可)

●採択時期：8月下旬　●交付決定：9月上旬から　●事業完了：1月末（支払まで）

●対象経費：設備費、再生可能エネルギー設備（必須）、工事費用、建築資材など

●対象外経費：処分費用、諸経費、消費税など

●補助対象設備一部

●事業スキーム

●条件：平時において導入施設で自家消費することが可能で
　　　　　かつ災害時に自立的に稼働する機能を有する再生可能エネルギー設備等を導入すること

●申請できる者：地方公共団体、民間企業（地方公共団体と共同申請する事業者）
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【ZEBプランナー】 建築士、建築会社、設備会社
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※１：市町村（地方自治法の指定都市を除く）又は特別区であり民間企業が共同で申請する場合を含む

市区町村等　　であり、太陽光発電設備以外の再生可能エネルギー設備又は未利
用エネルギー活用設備導入の場合、又は離島

市区町村等であり、太陽光発電設備又はコージェネレーションシステムの導入事業
の場合

都道府県・指定都市の場合

※２：電気事業法に於いて離島となる区域

申請者

※３民間企業が共同で申請する場合を含む
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